
高齢化の進展や歯科保健医療の需要の変化を踏まえた、これからの歯科保健医療の提
供体制について、歯科医療従事者等が目指すべき姿を提言したもの。

介護保険施設

歯科大学附属病院、
歯科病院、病院歯科 地域包括支援センター

【地域完結型歯科保健医療の提供へ】

地域住民

歯科医師
(かかりつけ歯科医）

機能分化、役割分担

病院(医科)、医科診療所

歯科診療所

歯科医療機関

予防の推進

役割分担

医科歯科連携

口腔保健センター

歯科保健医療の需要と提供体制の目指すべき姿（イメージ図）

あるべき歯科医師像
とかかりつけ歯科医
の機能・役割 具体的な医科歯科連携方策

地域包括ケアシステム
における歯科医療機関
等の役割

歯科疾患予防策

 歯科医師の資質向上等に関する検討会
（平成27年1月～座長：江藤一洋（医療系大学間共用試験実施評価機構副理事長））

＜趣旨＞小児のう蝕罹患率の低下や8020達成者の増加，高齢化の進展に伴う歯科医療機関を受診する患者像の
高齢化・多様化等の状況に鑑み、国民のニーズに基づき質の高い歯科医療を提供すること等を目的として、

歯科医師の資質向上等に関する事項について総合的に議論を行う。

歯科保健医療ビジョン（平成29年12月） 第１回歯科医療提供体制等に関する検討会 資
料
２令和３年２月19日
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感染予防の取組、感染予防に関する研修等

入院患者

炎症・歯痛等
連携

歯科診療

歯科医療機関

14.3

10.8

23.5

24.7

52.0 

53.7 

10.2

10.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他の診療所の患者

かかりつけ歯科医機能強化型診療所の患者

症状が治まった 症状が悪化した 症状は変わらなかった 無回答
出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査

（令和３年度調査：かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所）

新型コロナウイルス感染症の影響で「受診したかったが我慢した」と回答した患者が、受診を控えた結果

歯科を標榜していない病院

依頼等

（n=231）

（n=98）

歯科を標榜していない病院の入院患者に対する歯科医療の提供

○ 新型コロナウイルス感染症の患者は、医科医療機関で治療が行われるが、炎症・疼痛等を伴
う歯科疾患が生じた際には、医科医療機関からの依頼等に即応した歯科医療の提供が行われ
る体制を構築しておく必要がある。

http://4.bp.blogspot.com/-QhV91eEE8ms/UZ2U537QLOI/AAAAAAAATpk/n5gGu_PitTY/s800/haisya.png


概要

S49.2 ・「心身障害者加算」新設
→ 精神的欠陥又は肉体的障害を有している者であるため、著しく歯科診療が困難な者を診察した場合の

初再診料の加算

H6.4 ・「心身障害者加算」が「障害者加算」に名称見直し

H12.4 ・「障害者加算」の対象者の要件見直し
→著しく歯科診療が困難な障害者について
・脳性麻痺等で身体の不随運動や緊張が強く体幹の得られない状態
・知的発達障害により開口保持が出来ない状態や治療の目的が理解できずに治療に協力が得られない状態
・重症の喘息患者で頻繁に治療の中断が必要な状態
・これらに準ずる状態
・「初診時歯科診療導入加算」新設
→歯科治療の環境に円滑に対応できるための方法(Tell-show-do法)を用いた場合の初診時の加算

H22.4 ・「障害者歯科医療連携加算」新設
→障害者加算を算定した患者を紹介され受け入れた医療機関の初診料の加算

H24.4 ・障害者加算の名称の見直し及び対象者の明確化
→障害者加算を歯科診療特別対応加算に名称変更

※加算の対象者である、著しく歯科診療が困難な者の例示として、「日常生活に支障を来たすような症状・行動や
意志疎通の困難さが頻繁に見られ、歯科診療に際して家族等の援助を必要とする状態」を明確化

H26.4 ・歯科診療特別対応連携加算の施設基準の見直し
→（1）ロを「歯科点数表の初診料の注６又は再診料の注４に規定する加算を算定した外来患者の月平均患者数が十
人以上であること」に変更

障害者歯科診療に係る評価の変遷
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障害の程度や処置内
容等が比較的軽度な
症例

・軽度発達遅滞患者の
う蝕処置 等

障害の程度や処置内容等が
比較的中等度の症例。

・静脈内鎮静等を用いた抜歯
等

障害の程度や処置内容等が比較的
高度な症例。

・心疾患等の合併がある患者の全
身麻酔下での抜歯
・緊急時における患者の受入れ 等

障害者歯科医療における連携

口腔保健センター等
（施設基準の届出歯科診療所）歯科診療所

【算定回数】

① B009 診療情報提供料（Ⅰ） 注６に係る加算 100点
［対象施設］歯科診療特別対応連携加算（以下、歯特連）の届出を行っていない保険医療機関
［算定要件］歯科診療特別対応加算又は歯科訪問診療料を算定している患者について、歯特連又は地域歯科診療支援病院歯科初診料（病初診）の届出歯

科医療機関等に紹介を行った場合に加算

② B009 診療情報提供料（Ⅰ） 注7に係る加算 100点
［対象施設］歯特連又は病初診の届出を行っている保険医療機関
［算定要件］歯科診療特別対応加算を算定している患者について、歯特連の届出を行っていない保険医療機関対して患者の紹介を行った場合に加算

③ A000 初診料 注10 歯科診療特別対応連携加算 100点
［対象施設］歯特連又は病初診の届出を行っている保険医療機関
［算定要件］他の診療所において歯科診療特別対応加算を算定した患者に対して、文書による診療情報提供を受けて、外来で初診を行った場合に加算

④ A000 初診料 注11 歯科診療特別対応地域支援加算 100点
［対象施設］歯特連の届出を行っていない保険医療機関（診療所に限る）
［算定要件］歯特連の届出を行っている保険医療機関において歯科診療特別対応加算を算定した患者に対して、文書による診療情報提供を受け、外来で初

診を行った場合に加算

歯科を標榜する病院

平成
３０年

令和
元年

令和
２年

診療情報提供料（Ⅰ）
歯科診療等特別対応連携加算

355 376 224

診療情報提供料（Ⅰ）
歯科診療等特別対応地域支援加算

68 51 54

初診料 歯科診療特別対応連携加算 208 153 75

初診料 歯科診療特別対応地域支援
加算

73 78 38

※実際の紹介先は
症例や受け入れ医
療機関の状態によ
り選択される。

算定回数

（出典）

算定回数：社会医
療診療行為別統計
（６月審査分）
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http://1.bp.blogspot.com/-jASHTjY6Ln0/ViipCXLrrUI/AAAAAAAAzuM/kStbjG9nErA/s800/medical_haisya_building.png
http://4.bp.blogspot.com/-QhV91eEE8ms/UZ2U537QLOI/AAAAAAAATpk/n5gGu_PitTY/s800/haisya.png


（１）次のいずれかに該当すること。

イ 歯科点数表の地域歯科診療支援病院歯科初診料に係る施設基準に適合するものとして地方厚生局

長等に届け出た保険医療機関であること。

ロ 歯科医療を担当する診療所である保険医療機関であり、かつ、当該保険医療機関における歯科点数

表の初診料の注６又は再診料の注４に規定する加算を算定した外来患者の月平均患者数が十人以上

であること。

（２）歯科診療で特別な対応が必要である患者にとって安心で安全な歯科医療の提供を行うにつき十分な

機器等を有していること。

（３）緊急時に円滑な対応ができるよう医科診療を担当する他の保険医療機関（病院に限る。）との連携体

制（歯科診療及び歯科診療以外の診療を併せて行う病院である保険医療機関にあっては、当該保険医

療機関の医科診療科との連携体制）が整備されていること。

歯科診療特別対応連携加算の施設基準（告示）

歯科診療特別対応連携加算の施設基準
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平成30年 令和元年 令和２年

776 807 836

届出医療機関数

（出典）
医療課調べ（令和２年7月１日時点）



○ 口腔保健センターが連携する施設としては、地域歯科診療所が90.1％で最も多く、次いで、高次医療機関（大学病院
の歯科等）が73.6％、高次医療機関（医科病院等）が65.9％の順であった。

○ 障害（児）者入所福祉施設は63.7％であった。

9.9 

38.5 

38.5 

63.7 

65.9 

73.6 

90.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

その他

地域包括支援センター

口腔保健支援センター等を含む自治体

障がい児（者）入所福祉施設

高次医療機関（医科病院等）

高次医療機関（大学病院の歯科等）

地域歯科診療所

ｎ=346(複数回答あり)

(%)

どのような施設と連携をとっているか。

障害者の歯科治療や夜間・休日診療等を行っている歯科診療所
（いわゆる口腔保健センター等）が障害者診療において連携を図っている施設や機関
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障害（児）者入所福祉施設

出典：令和２年度厚生労働科学研究「障害者等への歯科保健医療サービスの提供状況の把握及びその提供体制構築のための調査研究」



出典：令和２年度「歯科医療提供体制等推進事業報告書」（医政局歯科保健課）

5.4 43.2 49.3 2.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

障害児（者）の歯科治療における地域の歯科診療所や歯科医師会との役割分担、連携について

行っており、内容は要綱や覚書等で明文化している 行っているが、明文化していない 行っていない 無回答

（n=148）

（％）

1.4

9.7

16.7

66.7

73.6

79.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

無回答

その他

障害(児)者の歯科治療に関する地域の歯科診療所の歯科医師も参加

可能な研修・勉強会等の開催

静脈内鎮静、全身麻酔又は入院による歯科治療が必要な患者の受入

主に口腔外科処置が必要な患者の受入

診療内容によらず、地域の歯科診療所からの紹介患者の受入

役割分担を行っている場合の具体的な内容

（％）

（n=72）

障害者の歯科治療における病院（歯科標榜）と地域の歯科診療所等との役割分担、連携等

○ 障害者の歯科治療における地域の歯科診療所や歯科医師会との役割分担、連携について、行ってい
ると回答した歯科標榜のある病院は、48.6％であった。

○ 役割分担、連携を行っている場合の内容としては、回答の多かった順に、「診療内容によらず、地
域の歯科診療所からの紹介患者の受入」（79.2％）、「主に口腔外科処置が必要な患者の受入」

（73.6%）、「静脈内鎮静、全身麻酔又は入院による歯科治療が必要な患者の受入」(66.7%)であった。
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障害児（者）


